
出資関係にある団体等を一つの行政サービス実施主体とみなして、資産や負債、純資産の

ともできます。

・投資等

〔負債の部〕

②　貸借対照表（バランスシート）とは②　貸借対照表（バランスシート）とは②　貸借対照表（バランスシート）とは②　貸借対照表（バランスシート）とは

　貸借対照表は、会計年度末において所有する全ての資産、負債等の状況を総括的に表し

た資料です。過去から蓄積された資産の状況やその調達財源の状況を明らかにすることを

目的としています。

　上図の左側を借方といいます。借方では、「資産の部」として本町の所有する土地や建

物、預金などの財産の状況を記載しています。

　また、右側を貸方といい、「資産の部」に記載された財産を取得するための資金を、ど

のように調達したのかを記載しています。そのうち将来において返済や支払いの必要があ

平成２７年１月に総務省より示された「統一的な基準」に基づき財務書類を作成していま

す。本町における財務書類については、本町を構成団体に含む一部事務組合や公営企業、

状況や行政サービス提供に要したコストや資金収支の状況などを総合的に明らかにするこ

①　地方公会計制度について①　地方公会計制度について①　地方公会計制度について①　地方公会計制度について

　地方公会計制度とは、現行の現金主義・単式簿記の会計制度では把握できなかった資産

・負債などのストック情報や減価償却費等の現金支出を伴わないコストなどを企業会計的

手法（発生主義・複式簿記）で把握するものです。本町の貸借対照表は、平成２７年度ま

で「総務省方式改訂モデル」に基づいて作成していましたが、平成２８年度決算分より、

・固定資産等形成分

・余剰分（不足分）

借方

（資金の使い道）

貸方

（資金調達の方法）

〔資産の部〕

・固定資産 ・固定負債

・流動負債

・流動資産

〔純資産の部〕

る地方債や退職手当引当金などを「負債の部」に、国・府補助金やこれまでの住民の皆様

土地や建物・預金
など将来の世代に
残る財産等の金額

地方債や退職手当
引当金など将来の
世代が負担しなけ
ればならない金額

国・府補助金や納
付いただいた税金
などこれまでの世
代が負担した金額



します。

(４)基金

ために財源を確保する特定目的基金や、ある特定の債

その他特定目的基金 　本町では公共施設整備基金、地域福祉基金等が該当

外現金が該当します。

　将来歳入されるものとして資産に計上します。

　町が所有する資産のうち、ソフトウェアや権利など

ら構成されます。本町については、歳計現金及び歳計

ら差し引きます。

(１)現金預金

３　流動資産

(５)徴収不能引当金 　過去５年間の不納欠損の実績をもとに、長期延滞債

て計上しています。

権のうち回収できないであろう金額を推計し、資産か

(２)長期延滞債権 　納期眼から１年以上経過しても歳入がなされない町

税や分担金、負担金、使用料などを長期延滞債権とし

務に対する減債基金の残高などが該当します。

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物か

１　固定資産

　条例の定めるところにより設置され、特定の目的の

純資産

(１)投資及び出資金 　公営企業や外部の団体等に対する出資金・出捐金の

(１)有形固定資産

〔資産の部〕

　道路や学校・図書館の建物や土地など、長期間にわ

たって行政サービスを提供するために使用する資産を

いいます。

２　投資その他の資産

とっているためバランスシートとも呼ばれ、資産 ＝ 負債 ＋ 純資産 となっています。

＋純資産

＝負　債－資　産

の税金などを「純資産の部」に分類しています。

　貸借対照表は上図のように「資産の部」と「負債の部」・「純資産の部」でバランスを

③　貸借対照表の各項目説明③　貸借対照表の各項目説明③　貸借対照表の各項目説明③　貸借対照表の各項目説明

負　債資　産 ＝

(２)無形固定資産

具体的な形のない資産をいいます。

(３)長期貸付金 　貸付金のうち、償還期間が翌年度以降であるものを

いいます。

残高です。



支給額を算出し計上します。

　地方公共団体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則

として金銭の形態で保有されます。この数値がマイナ

２　余剰分（不足分）

　資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則

として金銭以外の形態（固定資産等）で保有されます。

１　固定負債

ることから計上しています。

　臨時財政対策債や住民税等減税補てん債など資産計

　町の借入金である地方債現在高から翌年度に償還す

〔純資産の部〕

１　固定資産等形成分

ますので、その当年度分にかかる額をこちらに計上し

ています。

(５)賞与引当金 　翌年度の夏に支払う予定の期末手当・勤勉手当の支

給対象期間には、当年度の１２月以降分が含まれてい

(２)未払金 　町税の過誤納金のうち、還付通知を送っても受け取

りに来られていない分をこちらに計上しています。

(１)１年内償還予定地方債 　翌年度に償還する予定の元金の額です。

２　流動負債

(３)退職手当引当金 　年度末に職員全員が普通退職したと想定してその要

上のできない地方債についても、将来の財政負担とな

〔負債の部〕

　将来歳入されるものとして資産に計上します。

　年度末において歳入がなされなかった当年度分の町

ます。翌年度に償還する予定の元金分は流動負債に計

税や分担金、負担金、使用料などの未納額です。

(２)未収金

(１)地方債

る予定の元金分を控除した額を固定負債に計上してい

上しています。

(４)徴収不能引当金 　過去５年間の不納欠損の実績をもとに、未収金のう

引きます。

ち回収できないであろう金額を推計し、資産から差し

財政調整基金 　年度間の財源の不均衡を調整するための基金です。

減債基金 　地方債の償還を計画的に行なうための資金を積み立

てる目的で設けられている基金です。

(３)基金

必要額を示しています。

スとなっている場合、基準日時点における将来の金銭



⑤　行政コスト計算書の各項目説明⑤　行政コスト計算書の各項目説明⑤　行政コスト計算書の各項目説明⑤　行政コスト計算書の各項目説明

　経常収益

④　行政コスト計算書とは④　行政コスト計算書とは④　行政コスト計算書とは④　行政コスト計算書とは

１　人件費 　　　  … 行政の担い手である職員に要する経費

　行政コスト計算書は、会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにすること

を目的として作成します。

　経常行政コスト

(１）職員給与費 　職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われるもの

(２）賞与引当金繰入金等 　翌年度支給賞与のうち、当期分（12月～3月分）の額

(３）退職手当引当金繰入金等 　新たに増加した退職手当引当金

(４）その他 　議員手当など上記に含まれないもの

２　物件費等　 　 … 地方公共団体が支出する消費的な性質を持つ経費

(１）物件費 　旅費・消耗品費・備品購入費・委託料などの経費

(２）維持補修費 　学校などの各施設の維持管理に要する経費

(３）減価償却費 　年数の経過による有形固定資産の減価償却額

３　移転費用　　　… 地方公共団体から他の個人・団体に移転することにより効果が出る経費

(１）補助金等 　各種団体に対する負担金、補助金など

(２）社会保障給付 　児童手当や各種医療費助成など

(３）他会計等への繰出金 　国民健康保険事業特別会計等への繰出金など

(１）使用料及び手数料 　保育料やごみ処理手数料など

(２）その他 　他団体の事務を行うことによる他団体からの負担金など



１　前年度末純資産残高 　前年度末の貸借対照表における純資産の残高です。

⑦　純資産変動計算書の各項目説明⑦　純資産変動計算書の各項目説明⑦　純資産変動計算書の各項目説明⑦　純資産変動計算書の各項目説明

⑥　純資産変動計算書とは⑥　純資産変動計算書とは⑥　純資産変動計算書とは⑥　純資産変動計算書とは

４　固定資産等の変動（内部変動）

　純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の純資産の変動、すなわち政策形成上の

意思決定またはその他の事業による純資産及びその内部構成の変動（その他の純資産減少原

因・財源及びその他の純資産増加原因の取引高）を明らかとすることを目的として作成しま

す。

(１)税収等 　地方税、地方交付税及び地方譲与税等をいいます。

２　純行政コスト 　行政コスト計算書で計算した純行政コストです。

３　財源

(２)国県等補助金 　国庫支出金及び府支出金等をいいます。

(１)有形固定資産等の増加 　有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資

産の増加額、または形成のために支出した金額をいい

ます。

(２)有形固定資産等の減少 　有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費相当額

及び除売却による減少額、売却収入、除却相当額及び

自己金融効果を伴う減価償却費相当額をいいます。

(３)貸付金・基金等の増加 　貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額また

は新たな貸付金・基金等のために支出した金額をいい

ます。

(４)貸付金・基金等の減少 　貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額または

貸付金の償還収入及び基金の取崩収入相当額をいいま

す。

５　資産評価差額 　有価証券等の評価差額をいいます。

６　無償所管換等 　無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等をい

います。

７　本年度末純資産残高 　当年度末の貸借対照表における純資産の残高です。



⑧　資金収支計算書とは⑧　資金収支計算書とは⑧　資金収支計算書とは⑧　資金収支計算書とは

　資金収支計算書は、地方公共団体の資金収支の状態、すなわち地方公共団体の内部者（首

長、議会、補助機関等）の活動に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを

目的として作成します。

⑨　資金収支計算書の各項目説明⑨　資金収支計算書の各項目説明⑨　資金収支計算書の各項目説明⑨　資金収支計算書の各項目説明

１　業務費用支出

(１)人件費支出 　人件費に係る支出をいいます。

(２)物件費等支出 　物件費等に係る支出をいいます。

(３)支払利息支出 　地方債等に係る支払利息の支出をいいます。

(４)その他の支出 　上記以外の業務費用支出をいいます。

２　移転費用支出

(１)補助金等支出 　補助金等に係る支出をいいます。

(２)社会保障給付支出 　社会保障給付に係る支出をいいます。

(３)他会計への繰出支出 　他会計への繰出に係る支出をいいます。

(４)その他の支出 　上記以外の移転費用支出をいいます。

３　業務収入

(１)税収等収入 　税収等の収入をいいます。

(２)国県等補助金収入 　国県等補助金のうち、業務支出の財源に充当した収

入をいいます。

(３)使用料及び手数料収入 　使用料及び手数料の収入をいいます。

(４)その他の収入 　上記以外の業務収入をいいます。

４　投資活動支出

(１)公共施設等整備費支出 　有形固定資産等の形成に係る支出をいいます。

(２)基金積立金支出 　基金積立に係る支出をいいます。

(３)投資及び出資金支出 　投資及び出資金に係る支出をいいます。

５　投資活動収入

(１)国県等補助金収入 　国県等補助金のうち、投資活動支出の財源に充当し

た収入をいいます。

(２)基金取崩収入 　基金取崩による収入をいいます。

(３)資産売却収入 　資産売却による収入をいいます。

６　財務活動支出

(１)地方債償還支出 　地方債に係る元本償還の支出をいいます。

７　財務活動収入

(１)地方債発行収入 　地方債発行による収入をいいます。



有形固定資産
減価償却率

純資産比率 ％ 78.1 77.1 1.0

資産合計 千円 52,523,651 50,390,726 2,132,925

純資産合計 千円 41,000,603 38,839,234 2,161,369

資産合計

平成２９年３月 平成２８年３月 比　　較

4.96

　Ⅱ．世代間公平性～将来世代と現役世代の負担は適切か～　Ⅱ．世代間公平性～将来世代と現役世代の負担は適切か～　Ⅱ．世代間公平性～将来世代と現役世代の負担は適切か～　Ⅱ．世代間公平性～将来世代と現役世代の負担は適切か～

　耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握すること

ができます。この比率が高いほど資産の老朽化が進行していることを表しており、今後、

計画的に施設の更新等をおこなう必要があることを表しています。

純資産比率 ＝
純資産合計

13,403,227

社会資本等形成の
世代間負担比率

＝
建設地方債残高

有形固定資産

有形固定資産減価償却率 ％ 58.87 53.91

＝
減価償却累計額

償却資産評価額＋減価償却累計額

　【純資産比率】

償却資産評価額合計

減価償却累計額 千円 45,551,949 32,148,722

　住民１人あたりの資産額は、前年度に比べ増加しています。これは、平成２７年度と２

８年度で財務書類の作成基準が変わったことにより固定資産が増となったこと、人口がや

や減少したことによるものです。

比　　較

　【有形固定資産減価償却率】

千円 31,831,457 27,489,540 4,341,917

住民１人当たり資産額

平成２９年３月 平成２８年３月

住民一人当たりの
資産額

＝
資産合計

住民基本台帳人口

47,747,276 45,471,840

　純資産は、過去及び現世代の負担により形成された資産の額を表しています。経年比較

することで、現世代と将来世代の負担の割合を表すものとなります。

比　　較

52,523,651

平成２８年３月 比　　較

千円 51

　社会資本等形成に係る将来世代の負担の比重を表しています。

　【社会資本等形成の世代間負担比率】

平成２９年３月 平成２８年３月

2,906,213

千円

⑩　指標を用いた財務諸表の分析⑩　指標を用いた財務諸表の分析⑩　指標を用いた財務諸表の分析⑩　指標を用いた財務諸表の分析

　Ⅰ．資産形成度～将来世代に残る資産はどのくらいあるのか～　Ⅰ．資産形成度～将来世代に残る資産はどのくらいあるのか～　Ⅰ．資産形成度～将来世代に残る資産はどのくらいあるのか～　Ⅰ．資産形成度～将来世代に残る資産はどのくらいあるのか～

千円

人 △ 115住民基本台帳人口

％

平成２９年３月

△ 145,067

△ 0.6

建設地方債残高 千円

2,275,436有形固定資産合計

世代間負担比率

43,948

1,195

50,390,726

44,063

1,144

6.1

3,051,280

6.7

資産合計 2,132,925

　【住民一人あたりの資産額】

※平成27年度と28年度で作成基準が変わったことにより影響が生じた指標があります。



なっています。住民１人あたりの行政コストが低いほど、効率よく行政活動をおこなうこ

とができているといえます。

住民１人当たりコスト 千円 268 250 18

　他の地方公共団体と比較することにより、行政活動の効率性を見ることのできる指標と

純行政コスト 千円 11,799,484 11,026,341 773,143

住民基本台帳人口 人 43,948 44,063 △ 115

　Ⅳ．効率性～行政サービスは効率的に提供されているか～　Ⅳ．効率性～行政サービスは効率的に提供されているか～　Ⅳ．効率性～行政サービスは効率的に提供されているか～　Ⅳ．効率性～行政サービスは効率的に提供されているか～

　【住民一人あたり行政コスト】

住民一人当たり
行政コスト

平成２９年３月 平成２８年３月 比　　較

＝
純行政コスト

8.1 8.3 △ 0.2

　償還財源上限額を全て地方債等の償還に充当した場合に、何年で現在の債務を償還でき

地方債等償還可能年数 年

将来負担額 千円

るのかを表す理論値です。

住民基本台帳人口

15,512,333 15,906,069 △ 393,736

比　　較

業務収入＋臨時財政対策債発行可能額－業務支出

将来負担額－充当可能基金残高

平成２９年３月 平成２８年３月

充当可能基金残高

　【債務償還可能年数】

債務償還可能年数 ＝

43,948 44,063 △ 115

住民１人当たり負債額 千円 262 262 0

　住民１人あたりの負債額は、前年度並みとなっています。

△ 28,444

住民基本台帳人口

平成２９年３月 平成２８年３月 比　　較

8,662,706 8,889,890 △ 227,184

地方債償還支出

負債合計 千円 11,523,048 11,551,492

住民基本台帳人口 人

平成２９年３月 平成２８年３月 比　　較

千円 1,064,934 1,073,284 △ 8,350

地方債等 千円

可能年数が短いほど高く、債務償還可能年数が長いほど低いといえます。

　【地方債等償還可能年数】

地方債等
償還可能年数

＝
地方債等

地方債償還支出

債務償還可能年数 年 13.2 5.3 7.9

　実質債務が償還財源上限額の何年分があるかを示す指標で、債務償還能力は、債務償還

業務支出 千円 10,561,601 9,698,304 863,297

640,604 △ 106,842千円 533,762

千円 3,246,142 3,450,648 △ 204,506

業務収入 千円 10,957,731 11,404,243 △ 446,512

　【住民一人あたりの負債額】

住民一人当たりの
負債額

＝
負債合計

臨時財政対策債発行可能額

　Ⅲ．持続可能性～財政に持続可能性があるか～　Ⅲ．持続可能性～財政に持続可能性があるか～　Ⅲ．持続可能性～財政に持続可能性があるか～　Ⅲ．持続可能性～財政に持続可能性があるか～



サービス全体の受益者負担の割合を経年比較したり、類似団体と比較することにより、各

地方公共団体の受益者負担の特徴を把握することができます。

受益者負担の割合 ％ 3.7 4.8 △ 1.1

　行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を算出しています。地方公共団体の行政

経常収益 千円 454,898 560,386 △ 105,488

経常費用 千円 12,254,804 11,586,727 668,077

経常費用

平成２９年３月 平成２８年３月 比　　較

　【受益者負担の割合】

受益者負担の割合 ＝
経常収益

です。100％を上回ると、過去から蓄積した資産が取り崩されたことを表します。100％前

後の水準を今後も維持できるよう、積極的な行政改革に取り組む必要があります。

　Ⅵ．自律性～歳入はどのくらい税金でまかなわれているか～　Ⅵ．自律性～歳入はどのくらい税金でまかなわれているか～　Ⅵ．自律性～歳入はどのくらい税金でまかなわれているか～　Ⅵ．自律性～歳入はどのくらい税金でまかなわれているか～

行政コスト対税収等比率 ％ 110.3 104.5 5.8

　税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのかを示す指標

純行政コスト 千円 11,799,484 11,026,341 773,143

財源 千円 10,697,738 10,549,395 148,343

財源

平成２９年３月 平成２８年３月 比　　較

　【行政コスト対税収等比率】

行政コスト
対税収等比率

＝
純行政コスト

　Ⅴ．弾力性～資産形成をおこなう余裕はどのくらいあるか～　Ⅴ．弾力性～資産形成をおこなう余裕はどのくらいあるか～　Ⅴ．弾力性～資産形成をおこなう余裕はどのくらいあるか～　Ⅴ．弾力性～資産形成をおこなう余裕はどのくらいあるか～


